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著作権、出版社の動きなど広く追いかけています
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本日のアジェンダ
(1)対話型AIで何が変わる 

(2)出版市場の動向を振り返る 

(3)出版社の業績とビジネス動向 

(4)メディア・コンテンツ産業の構造変化と展望 
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(1)対話型AIで何が変わる？
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AI生成システムが広く話題になったのは22年7月以降
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これまでのITと違い「なんでもできる」
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OpenAI＆生成AIを取り巻く最近の動き
・1月23日　 MicrosoftがOpenAIに今後数年間で数十億ドルの追加出資することを発表 

・2月1日　　有料サービスChatGPT Plusを開始（月額20ドル）　 

・2月24日　  「汎用人工知能」について開発・運用方針を発表 

・3月1日　　音声入力への対応、運用コスト9割減を達成したこととAPI利用料の値下げなど発表 

・3月14日 　OpenAIが、GPT-4搭載のChatGPTを公開（詳細な技術仕様は公開せず）、質問の処理能力など
機能大幅に向上、画像などの入力に対応する「マルチモーダル」にも対応 

・3月14日　Microsoftが検索サービスBingにChatGPTを組みこむ（検索サービス用にカスタマイズされた
ChatGPT） 

・3月23日　OpenAI、ChatGPT用プラグインのサポートを開始。Chat GPTを他のサービスと簡単に統合・連
携可能に 

・3月29日　イーロン・マスクなどが共同でOpenAIに対して、開発を6カ月遅らせるよう要望する書面送る 

3月にはGoogleが「Bard」、元OpenAI社員が開発したAnthropicの
「Claude」、Adobeが「Firefly」。4月には後述する「BloombergGPT」が発
表される
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OpenAI は、汎用人工知能 (AGI)の実現を使命とした組織

・我々は、AGIが人類を最大限に繁栄させる力を与えることを望んでいる。 

・良いことは最大に、悪いことは最小にし、AGIが人類の増幅器になることを望む 

・AGIの恩恵、アクセス、ガバナンスが広く公平に共有されることを望む 

・低いテクノロジーから、巨大なリスクをうまく乗り越えていきたい

2月24日に汎用人工知能実現への今後の方針を発表

世界の議論も対話AIの範疇ではなくAGIを前提としたもの中心
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東大松尾教授が答える、ChatGPTとは何なのか？　一問一答より

「（ChatGPTは）一時的なトレンドではない。使うと分かるが相当
学習している。やっている事自体は、次の単語を予測して表示してい
るだけだが、その過程で、相当複雑な概念も学習してしまっている。
これがいろいろな形で世の中に広がっていくのは間違いない」 
「（LLMというアルゴリズムで解けてしまう）範囲が言語処理を超え
て、知識や教育、哲学などいろいろなものを含み始めている。普遍的
な知のあり方に近づいている」 
（ITmedia　230405 https://www.itmedia.co.jp/news/articles/2304/05/news139.html）
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調べるまでもなくメディア運営など効率に役立つ
ChatGPTに聞いただけで･･･ 
自動記事生成： ChatGPTを使用して、記事のタイトルや本文を生成することができます。特に、報
道やニュースサイトの場合、自動記事生成を使用することで、最新の情報をリアルタイムで提供する
ことができます。 

記事校正： ChatGPTを使用して、記事の校正を行うことができます。自然言語処理技術を使用し
て、文法、綴り、句読点、単語の使い方などを自動的にチェックし、修正の提案を行うことができま
す。 

オートリンク機能： ChatGPTを使用して、記事の中から適切なキーワードを自動的に抽出し、関連
する記事へのリンクを自動的に挿入することができます。これにより、読者が関心を持つ可能性の高
い記事に簡単にアクセスできるようになり、読者の滞在時間を延ばすことができます。 

コンテンツのカテゴリー分類： ChatGPTを使用して、コンテンツのカテゴリー分類を自動化するこ
とができます。これにより、コンテンツの分析やターゲット設定を容易に行うことができます。 

チャットボット： ChatGPTを使用して、チャットボットを作成することができます。チャットボッ
トは、読者からの問い合わせに自動的に返答することができ、読者への迅速な対応を実現することが
できます。
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サイバーエージェントは広告運用にChatGPT

・4月4日、「ChatGPT」を活用し、デジタル広告のオペレーション作業時
間を大幅削減する「ChatGPTオペレーション変革室」を設立 

・広告効果の最大化を実現するために行ってきた、広告配信設定や運用改
善、レポート作成などにかかる時間の削減を目指す。 

・ChatGPTを適切かつセキュアに活用することで、さらなる広告オペレー
ションの効率化に取り組むという。 
・自動回答や海外拠点とのコミュニケーションなど社内コミュニケーショ
ンの補助を中心に導入し、月間で広告オペレーションにかかっている総時
間約23万時間のうち3割削減を目指す。 

・モデルの学習には用いられないと明記されているAPI連携のみを利用し、
顧客情報を含まない形で運用を行い、規約変更やアップデート情報といっ
た最新の動向とリスク対応策を踏まえた上で、取り組みを設計していく
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言語モデル構築に取り組むメディアも
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メディア企業初？の言語モデル 
「BloombergGPT」が発表される

ビジネスニュース、金融情報特化の対話・生成型AI 

Bloombergのアーカイブから抽出したニュース、ファイリング、プレ
スリリース、ウェブスクレイピングされた財務文書、ソーシャルメ
ディアを含む様々な英語の財務文書 "で構成。SEC提出書類、ブルー
ムバーグTVの記録、FRBデータ、そして "金融市場に関連するその他
のデータ も含めて学習 
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データを集積するメディアにはチャンス？
・Pearson（世界最大級の論文データベース）など可能性あり？ 

・pixiv（画像データを大量に集積）？ 

・note（すでにChatGPT利用のサービス開始） 

「長期的には、デジタル化された大規模なアーカイブを持つ出版社にも、この
ような機会が訪れるのではないか。地域のメディアが100年分の新聞アーカイブ
と、市や郡、州の膨大な文書、その他入手できるあらゆる地域データのソース
を使ってAIを訓練すればどうなる？」「ブルームバーグが到達できる範囲とは根
本的に異なる規模で、読者向けというよりは、社内向けのツールにとどまるか
も知れないが、過去1年間のAIの進歩が驚異的なペースであることを考えると、
案外すぐに価値のあるアイデアになる可能性もあるのでは？」（NiemanLab） 
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ルールメイクに関する議論活発化
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著作権をめぐるせめぎ合い
1月13日　集団訴訟専門法律事務所の米Joseph 

Saveri Law Firm(GitHub Copilotへの訴訟も22年6

月に起こしている）が、Stability AIとMidjourney、
DeviantArtの画像生成AI3社を集団訴訟 

3月1日　米作家協会がAIに学習させず、コンテン
ツ生成もさせない旨示した契約文書ひな型公開 

3月16日　米著作権局が「AIで生成されたアート
は個々の画像自体は著作権で保護されないが、生
成画像を組み合わせた全体の作品については著作
権で保護可能」との判断を示す書簡を発表 

「フェアユース」として認められるか？
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米作家協会発表（Authors Guild)のコメント
「現在の法律では、大量の著作権侵害に使用されるAIシステムの作成者は、多くの場
合、結果に対して責任を負いません。さらに、AIシステムは、学習プロセスの中で大
量の著作権で保護された素材を摂取します。そしてそれは、許可されていない複製物
の作成を含む可能性がある。 

　Googleの（ライブラリ）プロジェクトにはフェアユースが認められたが、このシス
テムは使って新しい本を生み出すことができる点でGoogleのものと異なる。そしてそ
の問題は法廷で討議されていない。 

　ハイテク業界の多くの会社は、AI目的の著作物の使用を許可する完全な免除を主張
しており、裁判所が既存のフェアユース法を拡張して新しい本の執筆目的の取り込み
も認める可能性は十分にあります。そうならないように、現行法を改正する必要があ
ります。IT業界の会社はAI目的の著作物の使用を許可する完全な免除を主張してお
り、裁判所が既存のフェアユース法を拡張して新しい本の執筆目的の取り込みも認め
る可能性は十分にあるが、そうならないように、現行法を改正する必要がある。
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イタリアなどEU各国で規制の動き

・イタリアのデータ保護機関がChatGPTへのイタリアからのアクセス
をブロックするよう命令。命令を受けて2023年4月1日にOpenAIがイ
タリアのIPアドレスからのChatGPTへのアクセスできない状況に 

・イタリア当局「OpenAIがChatGPTのアルゴリズムを学習させるた
めに収集したデータを利用する法的根拠がない」と主張。 
EUでの個人データの使用、処理、保管を規制する一般データ保護規
則（GDPR）に適合しているかどうかを調査開始 

・ドイツなどの他のEU諸国のデータ規制当局もイタリアと同様の措
置を講じることを検討中であるとの報道も
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EUのAI規制法案の内容
①リスクの大きさによってAIを分類 

②GDPR同様の形で統一ルールが加盟国で適用され、日本にも影響（巨額賠償金の可能性） 

ChatGPTがどう位置付けられるかはこれからの議論。日本政府も注視との報道

許容できないリス
クのあるAI＝禁止

ハイリスクのAI＝
規制

限定リスクのAI＝
透明性確保の義務

最小リスクのAI＝
規制なし

ソーシャルスコア、サブリミナル、未成年
者へのなりすまし的アプローチ、捜査など
法執行目的の生体認証･･･
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日本でも自民党内PTが、AIホワイトペーパー（案） 

~AI新時代における日本の国家戦略　提言にはコンテンツ利用のガイドライン策定も

自民党AIの進化と実装に関するプロジェクトチーム　AIホワイトペーパー（要旨）より 
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対話型AIは、あらゆる「プロセス」に入り込む可能性が高い。 
読者の知識基盤とのインタフェースとして、 

コンテンツ製作のインタフェースとして、さらには･･･ 

とはいえ、ルールがないまま動いている部分があるので 
コンテンツ製作プロセス、権利問題、 

そして製作合理化によるコンテンツ供給量まで 
多面的な課題を突きつけることになりそう 

一方で、コンテンツ産業がさまざまな 
ビジネスの起点をつくるチャンスが生まれる可能性も広がる 
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(2)出版市場の現状を整理する
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紙と電子を合わせた市場規模は微増

出版科学研究所調べ、単位：億円
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①市場概況 
電子合計は紙合計の2分の1に迫る

出版科学研究所調べ、単位：億円
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②市場概況 
電子コミックが、コミック＋雑誌を上回る

出版科学研究所調べ、単位：億円
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2022年の主なできごと
①大手出版３社と丸紅など、3月に新会社パブテックスを設立 

②大手出版社のIPファースト事業化顕著に。 

集英社の「版権」売上は、476億2600万円（前期比29.7％増）デジタルを合わせた事業収入は1261億
5700万円（同34.７％増）で、前期より約325億円増。 

③米国やドイツでコミック売り上げ急増。 
④小学館、相賀信宏専務の新社長就任、メタバース本格参入などデジタルの動き活発化 
⑤縦スクロールコミックへ、さまざまな企業が参入 

⑥LINEがメディアドゥからMPDに取次変更 

⑦アマゾンオーディブルが1月に聴き放題サービス開始　 

⑧東京五輪疑惑でＫＡＤＯＫＡＷＡ・角川歴彦会長逮捕。東京地検が本社と自宅を家宅捜査 
⑨国立国会図書館、個人向けデジタル資料送信開始 

⑩通常印刷とPODを価格同じにした施策、日販、ＤＮＰ、ＰＨＰ連携して始まる。受注出荷率90％
に 

⑪ハルメクが50万部を突破、23年3月に上場。雑誌の中で唯一好調 
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2020年～2021年の主なできごと
●コミック市場が急拡大 

・ピッコマがアプリで売上1位に。コミック市場を韓国プラットフォームが席巻 

・鬼滅の刃が空前の大ヒット 
・出版大手空前の好決算 

・ソニーがクランチロールを買収、KADOKAWAに出資、グローバル戦略が各社のテーマに 

●流通再編　 

・メディアドゥとトーハンが資本提携 

・出版大手3社と丸紅に新流通PF 

・TRCと富士山マガジンサービスの資本提携 

●雑誌ビジネスが大きな転機 

・紙雑誌広告の激減。21年3-4月は前年比3割減、4月は4マスで唯一の減少 

・雑誌事業の譲渡があいつぐ。エイ出版の事業分割譲渡、RAYなどの雑誌がIT企業が買収 

●未来の出版　テクノロジー×流通 

・メディアドゥなど相次ぎブロックチェーンのビジネス構想発表 
・グローバルプラットフォームの可能性は？ 
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海外出版の主なできごと
①大手出版の合併にまったがかかる 

Penguin Random HouseとSimon&Schusterの合併計画頓挫 

VivandiによるLagardere出版部門買収にも暗雲 

②Barnes&Nobleなどに復活の兆し 

③メディア企業格差が広がり二極化。デジタルメディアも勝者総取り 

New York Timesが1000万契約突破、FuturePLCが売上を大きく伸ばす、Pearsonが
デジタル化で絶好調 
④マンガビジネスが急成長、ウェブトゥーンの世界展開と相乗効果 

⑤Ingramが次世代出版基盤を見据え、広告プラットフォーム、NFT展開など新展開 

⑥プラットフォーム規制で、Appleを除くプラットフォーマー各社の勢いに陰り。
再編の動き 

⑦AIコンテンツジェネレーターに巨額資金が集まり、メディアの利用も始まる
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主な休刊誌
誌名 出版社・発行元など 休刊日
週刊朝日 朝日新聞出版 2023年5月末
週刊ザテレビジョン KADOKAWA 2023年3月1日発売号
イブニング 講談社 2023年2月28日発売号
YOGA JOURNAL プレジデント社
SENSE
English Journal アルク 2022年12月7日発売

電撃G's magazine
KADOKAWA アスキー・メディア
ワークス

12月号（2022年10月28日発
売）

まんがライフ 竹書房 2022年7月27日
近代柔道 ベースボール・マガジン社 8月号（2022年7月）

ボクシングマガジン ベースボール・マガジン社 8月号（2022年7月）

GiGS
シンコーミュージック・エンタテ
イメント 8月号（2022年6月27日）

演劇界 演劇出版社 4月号（2022年3月3日）
まんが4コマぱれっと 一迅社 4月号（2022年2月22日）

おかずのクッキング テレビ朝日 2・3月号（2022年1月21日）
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(3)出版社の業績
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講談社
22年11月期 
2021.12.1～22.11.30）決算と役員人事を承認した。売上高は1694億8100万円（前年比0.8％減）。営業利益は191億円
（同11.9％減）、経常利益は220億円（同8.3％減）、当期純利益は149億6900万円（同3.8％減）。減益となったが、依
然高い水準で推移している。 

売上高の内訳は、「製品」573億5500万円（同13.5％減）、「事業収入」1001億7200万円（同10.0％増）、「広告収入」
73億9400万円（同5.0％増）、「その他」14億2000万円（同56.2％減）、「不動産収入」31億3800万円（同1.1％減）。 

21年11月期 
売上高は1707億7400万円（前年比17.8％増）、当期純利益は155億5900万円（同43.0％増）。紙の書籍・雑誌が662億
8600万円（同4.4％増）、事業収入910億2800万円（同27.4％増）、広告収入70億4300万円（同27.6％増）、その他32

億4300円（同147.9％増） 

「事業収入」は「デジタル関連収入」が704億円（同29.4％増）。うち電子書籍が690億円（同30.2％増）で、紙媒体の
「製品」売上げを初めて上回った。「国内版権収入」は114 億円（同38.9％増）、「海外版権収入」は91億円（同4.2%

増） 
「広告収入」はデジタル媒体の広告は全体の３分の２を占めている。 
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集英社
22年５月期 
売上高１９５１億９４００万円（前期比２・９％減）、当期純利益が２６８億４５００万円（同41・３％減）  

内訳は、雑誌売上が５０６億５４００万円（同38・０％減）。このうち「定期雑誌」は１６５億９６００万円（同17・
０％減）、「コミックス」は３４０億５８００万円（同44・８％減）。書籍売上は１２０億円（同32・６％減）、広
告売上は86億円（同９・２％増）。 

デジタルや版権などの事業収入は１２６１億５７００万円（同34・７％増）で、前期より約３２５億円増。売上高に
占める事業収入の割合は64・６％。（内訳は「デジタル」（デジタルコミックス、デジタル書籍、デジタル雑誌など）
は６０２億４１００万円（同34・１％増）、「版権」は４７６億２７００万円（同29・７％増）、「物販等」は１８
２億８９００万円（同52・２％増）。紙とデジタルを合計した出版関連の売上比率は61・８％（前期は71・８％）。 

21年5月期 
売上高は2010億1400万円（前年比31.5％増）。その内訳は、「雑誌」817億0100万円（同27.9％増）、「書籍」178

億円（同72.4％増）、「広告」78億7300万円（同18.1％減）、「事業収入」936億3900万円（同35.6％増）。当期純
利益は457億1800万円（同118.3％増）で、前年の約209億円から2倍以上となる大幅増益となった。 

なお、「事業収入」のうち、「デジタル」分野は449億0900万円（同42.5％増）。 
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小学館
22年2月期 
総売上1057億2100万円、前期比12.1%増、経常利益89億4500万円、同23.4％増。 

雑誌が170億2400万円、同7.8 ％減、コミックスは166億800万円、同2.3％増、書籍は119億4500万円、同8.2％
増、パッケージソフトは14億7700万円、同42.8％増。 

広告収入は91億３７００万円、同０・５％増、デジタル収入は３８２億８７００万円、同25・２％増、版権
収入等は１１２億４４００万円、同43・０％増 

21年2月期 
総売上高は943億1600万円（前年比3.5％減）。経常利益は72億4600万円（同29.9％増）、当期利益は56億
7300万円（同44.5％増）。 

「雑誌」「コミックス」「書籍」などの出版売上げは467億7000万円（同5.9％減）、「広告収入」は90億
9500万円（同15.2％減）、「デジタル収入」は305億8700万円（同23.1％増）、「版権収入等」は78億6400

万円（同36.9％減）。 
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KADOKAWA
22年3月期 
売上高は２２１２億８００万円（前年同期比５・４％増）、営業利益は１８５億１９００万円（同35・９％増）。
経常利益は２０２億１３００万円（同40・７％増）、当期純利益は１４０億７８００万円（同46・９％増）出版
セグメントの売上高は１３２９億７２００万円（前年同期比２・６％増）、セグメント利益（営業利益）は１７３
億７０００万円（同35・３％増）。 

　電子書籍は、市場全体の成長が継続していることに加え、同社が得意とする異世界ジャンルのコミックなどの販
売や、自社ストアの「BOOK☆WALKER」におけるユーザー数の増加、海外向け売上が伸長した。 

第２四半期では、海外事業と電子書籍を合わせた売上高の出版セグメント内構成比が50%を上回る 

21年3月期 
売上高は2099億4700万円（前年比2.6％増）。営業利益は136億2500万円（同68.5％増）、経常利益は143億6900

万円（同63.5％増）、親会社株主に帰属する当期純利益は95億8400万円（同18.4％増）。増収増益の好決算と
なった。 

主力の「出版事業」の売上高は1295億7600万円（前年比10.5％増）と大幅に伸長。コミックス、ラノベ、児童書
の売行きが好調。紙版の書籍返品率が前年度の32.3％から27.4％に改善した。電子版の売上高は、第3四半期に続
き、第4四半期も過去最高額を更新。加速して順調に推移している。 

出版事業のセグメント（営業）利益は128億4100万円（同105.5％増）と2倍以上になった。
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伸びている出版社の例
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スターツ出版

同社　決算発表説明資料より
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アルファポリス

同社　決算発表説明資料より
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雑誌の典型的な成功例「ハルメク」 
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出版社、取次の破綻
●出版社の破綻 
23年3月　マキノ出版　民事再生法 

21年2月　枻出版社民事再生法 

21年1月　サンガ 民事再生法を申請 

20年4月　商業界、老舗流通業界誌出版社 

19年9月　地球丸、アウトドア、ライフスタイル誌出版 

18年11月　きんのくわがた社、破産。文芸書、絵本などを手掛けていた。 

18年11月　週刊住宅新聞社、破産。住宅・不動産の専門誌を発行。出版事業は別会社に売却 

18年4月　エフエム企画、破産。FM放送番組雑誌を出版。 

18年3月　ダイナミックセラーズ出版　破産申し立て 

18年3月　ケージェイ（旧：キネマ旬報社）、特別清算。出版事業は2017年3月に同名の企業へ譲渡。 

18年1月　スキージャーナル　破産申し立て 

18年1月　日本地図共販及びキョーハンブックス、破産。 

18年7月　海悠出版、破産申請。釣り関連の雑誌を手がけていた。 

18年7月　日刊海事通信社、破産。船舶関連の書籍を手がけていた。 

17年、ニュートンプレス、日新報道･･･16年  実業之日本社、破綻ではないがシークエッジ・グループの傘下に、15年 美術出版社、東洋書店、 国土社　、 新思索社破
産、 マリン企画、破産。音楽専科社、破産。10年理論社、09年　ユーリーグ、 ゴマブックス、08年 草思社、新風舎、大阪書籍 

●取次の破綻 
16年7月　日本雑誌販売破産 

16年3月　太洋社倒産 

15年6月　栗田出版販売民事再生 

・
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マキノ出版の破綻
2023/03/03（金）株式会社マキノ出版　健康雑誌のパイオニア『壮快』、実用情報誌『特選街』を出版 

民事再生法の適用を申請 

負債15億7200万円 

・「東京」　（株）マキノ出版（資本金5000万円、東京都中央区日本橋茅場町3-4-2、代表室橋一彦氏、従業員39名)は、3月2日に
東京地裁へ民事再生法の適用を申請し、同日同地裁より保全・監督命令を受けた。 

・1977年（昭和52年）10月に設立された出版社。主力の出版事業では、健康雑誌のパイオニアである『壮快』をはじめ、女性向け
に美容や健康に関する情報誌『ゆほびか』、健康情報全般を掲載する『安心』のほか、家電や文房具などの最新情報を紹介する実
用情報誌『特選街』の発行を手がけていた。また、雑誌で掲載した記事を編集した書籍やムック本などを年間90点ほど出版してい
たほか、広告事業も手がけていた。 

・出版売り上げの約7割を『壮快』が占めるなど、40～70代を中心に健康関連の雑誌出版社として認知度が高く、長年の実績に裏
打ちされた企画力の高さは大きな強みとなっていたほか、雑誌以外でも単行本で『最強の野菜スープ』シリーズがベストセラーとな
るなど根強いファンを有していた。健康関連と生活関連のユーザーニーズを取り入れた企画物を重視した編集を行い、雑誌別冊・
ムック本・単行本の販売が好調だった2004年2月期には年売上高約36億1800万円を計上していた。 

・近年はインターネットの普及や活字離れ、購読者の高齢化が進むなど主力雑誌の売り上げが落ち込み、2022年2月期の年売上高
は約14億5600万円に減少。この間、赤字決算が散発し、財務内容も悪化するなど厳しい経営を強いられていた。このため、『特選
街』を2021年10月1日発売の11月号をもって休刊し、WEBでの情報発信に切り替えたことに加え、「WEBメディア事業部」を創設
するなどWEB運営に注力、また2020年6月には『リロ氏のソロキャンレシピ』を発行するなど新ジャンルの発行に注力したが、業
況に改善がみられず、法的手続きにより再建を目指すこととなった。 
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(4)メディア・コンテンツ産業の構造変化と展望
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アフターコロナのメディア環境は？
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「Journalism, media, and technology trends and  
predictions 2023」調査の内容

1. インフレ、不確実性、（読者や広告主の）支出差し控えの影響 

2. デジタル購読はバンドル戦略に活路 

3. ニュース回避の課題 

4. 気候変動問題への報道姿勢に変化 

5. 新たな競争にさらされるITプラットフォーマー 

6. オーディオとビデオへのフォーマットシフト続く 

7. 明確になってきた課題。変化の速度が問題 

8. 人工知能の飛躍の年とそのジャーナリズムへの応用 
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気になるTikTok規制のゆくえ
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TikTokが流通基盤と次から次へと提携

Barnes&Noble、Penguin Random House、HarperCollins、
WHSmithなど次々とTikTokと提携。
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絶好調の米Ingramの戦略から 
見えてくる出版流通の未来型
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出版不況の中業績を拡大し続けるIngram
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出版産業向け広告ネットワーク基盤「IngramID」を発表

「読書スタイル・購買スタイル検証済み読者」に確実にアクセス可能 
「データ駆動型のオンライン・マーケティングは、読者や書籍購入者
を直接ターゲットにすることを考えるよう、業界を変える」「出版社
や書店の読者へのマーケティングを、より測定可能で、より意味のあ
るものにする」「Verified Reader（行動原理検証済み読者）のプロ
ファイルの開発は「"Ingram社の最近の最も重要な取り組みの一つ 」 

出版版リテイルメディアネットワーク基盤に発展？

https://www.publishersweekly.com/pw/by-topic/industry-news/publisher-news/article/90781-ingram-id-enters-the-business-to-consumer-space.html
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リテール広告費がテレビ広告費を抜く日は近い 
出版ビジネス全体にとっても書店のメディア化は重要

米GroupMの予測より
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NFTの多角活用基盤Book.Ioの利用も開始へ 
業界初の「オンチェーンコンテンツ基盤」
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書店にも世界的再編の波。Elliott Managementの次
の一手は？
英WATERSTONES、米BARNES&NOBLEなど相次いで買収。
FOYLES、BLACKWELLも傘下に。世界展開を着々と進めている。

「書店の経営再建は極めて容易であり、当社の一般的な
投資対象よりも魅力的である」「書籍ビジネスで前例の
ない効率性を生み出し、世界征服をする」（Elliott 
Management創業者Paul Singer氏）
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紙出版中心の時代 電子出版1.0 プラットフォーム主
導時代

コンテンツの比率 コミック2割強 徐々にコミック比率高ま
る ８割以上

価格 一律 可変
可変、プラットフォームにも
主導権、ポイントなどで読者
ごとの可変も始まる

コンテンツ育成・発掘
雑誌での連載、雑誌の新
人賞

デジタルファースト型は
少ない

デジタルファースト型出版イ
ンディーズ系中心に増加

書店の数 1万店以上
当初300以上あったが急
速に減少

アマゾンなどのシェア高いが
複数併存。アプリ比率高まる

物流 コストがかかる。入荷日
にズレがでることも

コストはかからない 
同時配信

コストはかからない 
同時配信

新古書
ブックオフなど 
価格コントロール不可

デジタルに古書概念はな
い

新古書ではないが既刊本の値
下げ、読み放題メニューへの
移行など実施

出版社の収入 まずは納入部数に応じて
支払われる

販売部数比例 販売部数比例

読者データ
読者ハガキ、雑誌定期購
読者リスト

購入履歴などは電子書店
が管理

購入履歴などはプラットフォ
ームが管理

宣伝方法
書店（帯など含む）×雑誌
連載×書評×新聞などの広
告

左＋価格戦略、リコメン
デーション

パーソナライズプロモーショ
ン、SNS動画･･･

出版金融 取次が担う 書籍金融に依存 プラットフォーム独自の支援
制度スタート

AI&データ駆動時代？を迎えそうなプラットフォーム

？

AI&データ駆動時代
TikTokが、TikTokkerが流通
を担い、AIが読者の属性で
はなく“今の気持ち”に寄り
添う形で本を選ぶ時代。人
間のようなAIとの対話から
もリコメンドしてくれ、プ
ラットフォームの概念も変
わる可能性大。たとえば、
すでにShutterStockが始め
ているように推薦する本が
なければアーカイブ会社が
許諾をとったモノの中から
自動生成し、基になったコ
ンテンツにも対価が支払わ
れる仕組みも出てくる？
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流通基盤＝出版
プラットフォー
ム 

出版金融＝流通
金融 

業界として強固
なエコシステム

自由なリパッケー
ジ 

過去コンテンツの
アーカイブ構築／
タグ付け 

コンテンツ評価の
デジタル化 

利用者ターゲティ
ングの精度向上 

読者とクリエイターの境
目があいまいに。 

AIリテラシー教育という
新市場 

知財ビジネスやプライバ
シーをどう守るかという
ルールの必要性 

次々と生まれる「知識基
盤」のビジネスモデル 

「生成体験」を市場化す
るには？ 

「書籍」「図書館」など
読書体験そのものの再定
義？ 

AI基盤での広告とは？

広告マーケットの
過半はGoogleと
Facebook 

IPファースト型、
マルチ展開のビジ
ネスモデルが隆盛 

独禁法規制など始ま
る 

ブログ 
SNS 
ネット書店

分散型メディア 
検索エンジン／SNS最適化 
流通基盤から知財／顧客基盤起点へ
ビジネスモデル変化

AI＝産業基盤に 
人工知能を使った編集・製作
汎用人工知能の登場を見据え、倫理も
含めたルールづくり。
AI時代に「独占を防ぐ」ためには？

Facebook 
LINE

デジタル化／出版ビジネスの
アンバンドル時代

AIサービス／デバイスに囲まれ
る時代

PFによるデータ独占時
代

ネット普及前

出版プラットフォームの「これまで」と「これから」

AI時代の新たなルールは？
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AI技術は次世代プラットフォームの核にな
るはず。技術のカンブリア爆発でコンテン
ツのプラットフォームはどのように進化す
るのだろうか？ 
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ご静聴ありがとうございました 
ご質問などはこちらにどうぞ 

thori@contentsjapan.com

mailto:thori@contentsjapan.com

